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論集第8号（1993年）

シソガポールの新人口政策の実情

一一1990年人mセンサスの結果を中心として一

高　山　正　樹

1．はじめに

　世界の人口問題は、発展途上国の人口爆発に伴う失業・貧困・飢餓などの問題と先進国の人口

の高齢化に伴う問題が注目されてきたが、人臼爆発は地球の資源・環境問題とも関わっている。

もちろん人口政策は、一国の祇会・経済敷策と密接な関わりをもつが、隅時にボーダーレス化が

進む世界経済の中で国際的な意味も大きい。このような意味でシソガポールの人臓政策の経験は

注目される。

　筆者はシソガポールの人口政策についてすでに小論を発表したことがある（1）。そこでは憲に

1965年の独立以後の人口抑制政策について、その敷策の背景と結果について論じた。その点を略

述すると、人口搾制は、経済瀾発を積極的に進めることと並行して、不妊手術や人工妊娠中絶の

奨励、さらに少産家庭に対する減税、住宅取得における優遇、子供の教育に対する優遇などを通

して行われてきた。その結果、同國の出生率は先進圏並になった。このため、近い将来高齢化社

会が到来することや人口の絶対減少や労働力不足に対する懸念が生じてきた。また、全体として

出生率は低下してきたが民族・学歴による出生率の差が明瞭になっていることや、薪しいライフ

スタイルが社会構造を変えるとともに経済の活力を喪失することなどを懸念して、1980年代に入っ

て新人口政策が打ち出されたことを述べた。以丁では薪人m政策の内容とその実情を1990年人m

センサスの結果を中心に検討してみたいo

2．新人日政策の内容

　1980年代に入ると合計特殊出生率（2）は1980年の1．71から1986年の1．40（最低値）へと漸次低

下したQこのような出生率の低下に対し、1982年には試験管ベビープmグラムも始められている

が、人口政策の転換を示竣したのは前首相であるり一・クアソユーである。彼は1984年8月14　a

のナショナル・ディ祝賀集会で次のような演説をした。「子供をよりよい環境で養育できる高い

教育を受けた女性ほど、子供を少ししか持たず、逆に教育水準の低い女性ほど多産である。これ

は将来有能な人材を必要とする国家にとって大きな損失である。」「シソガポールの男性は廟分
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シソガポールの薪入環政策の実情

より教育水準が同等か低い女性と結婚することを望んでいる。このためかなりの教育を受けた女

性の40％が未婚のままである。そこで、教育水準の高い女性が多くの子供を産むことができるよ

うに政策を修正しなければならない。」と。このような考えは箭首糧の持論ともいうべきもので

人Q搾舗をしていた時代にもr大卒女性はどしどし子供を産むべきである」とたびたび号全をか

けてきた。そして、1984年に社会開発局（S◎cial　Development　Unit；SDU）は、大卒女性の

40％は未婚のままであるが、その理由は彼女らが未婚男性と出会う機会が少ないからであるとし

て、公務員や準政府機関の大卒春を対象に結婚を勧めるプraグラムを進めてきたが、1985年3月

に薪聞がこのことを取り上げてから対象を未婚者全般に広げた。また、1985年には人工受精プm

グラムもつくられている。

　ところで、経済委員会は1986年に「シソガポール経済：新たな方向」と題する嗣国の21世紀経

済を展望した報告書（3）を公蓑した。この報告書は直接的には1985年不況に対する敷策勧告を行

うことであったが、同書の中で、高齢化社会の到来を予測し、人口、労働政策の転換も勧告して

いる。そこでは将来の労働力不足に対して女性労働力の活用、高齢者の活矯（のとパートタイム

雇用、さらに外購人労働者についての提雷をしている。そして、1987年4月には8◎年代に入って

進められてきた政策を強力に推進するために薪人臼政策を明確に打ち出した。では、今瞬進めら

れている新人漏敷策の内容を見ておこう。

　政策の基本的方向は3入以上の子供をもつ家庭の創繊である。特に、高学歴女性の結婚率を高

めること、女性が就業しつつ出産ができる家庭環境の整備と出産を促すことである。そのために

多産を勧める広報活動（Have　Three　or　More　if　you　can　a憂◎rd　it．）はもちろんであるが、次

のようなイソセソティブがとられている。

　第一には所得税の減免などである。すなわち、一毅子女扶養控除（Normal　Child　Relief＞と

して第1子から第3子まではそれぞれ1，500ドルを受けることができるが、1988年1月1鷺以降

誕生した第4子に対しても1，500ドルの控除がみとめられる。また、特溺子女扶養控除（Enhanced

Child　Relief）として蓑1に示すように、3つ以上のOレベル（5）の教育歴を持つ母親の所得につ

いて、子供の年齢（12才を境に2区分）と侮番冒の子供かによって異なるが、子供1人につき母

親の所得の5～25％、金額で最高10，000～15，◎0◎ドルの特別子女扶養控除が認められる。育児の

表1　特捌子女扶養控除（注1）

12才以上の子供　（注3） 12才乗満の子供　（注4）
第1子 ＄1，500＋5％ ＄1，500＋5％
第2子 ＄1，5◎0＋10％ ＄1，500一ト15％

第3子 ＄1，500＋15％ ＄1，50◎＋20％

第4子（注2） ＄1，500＋15％ ＄L500＋25％
（油1＞3つ以上の○レベルを持つ母親の所得が対象　（注2）1987　4i　1月1臼以降生まれた子供が対象
（注3）各々の子供に対し10，000ドルを限度とする　（注4）各々の子供に対し15，00◎ドルを限度とする
（出所）Training＆Health　Education　1）epartment，　Ministry　of　Health　esge｝

　　　Minlstry　Gfぼ’rade　and　industry：Economic　Survey　of　S三ngapore　199（｝
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表2　特鋼税額控除（注）

（注）両親の所得税が対象。各々の子供に対しそれぞれ7

　　年間の税額控除

（出所）表1に濁じ

ことを考えれば幼年の子供に魁する控

除額が大きいのは当然であろうが、子

供の数が増えるにしたがって額が大き

くされていることが注自されよう。

　また、表2に恭すように母親の年齢

と第何子かによって異なるが、所得税

の納税義務のある両親に対して5，000

～20，000ドルの特別税額控除が行われ

る。1987年以降生まれた第3子以降に

対して母親の所得の15％を毘産手当て

として税額控除を受けることもできる。さらに、1988年1月1日以降に鳩生した第4子以降の分

娩費として3，000ドルまで税額控除ができることや、外国人メイドの雇用税（6）の2倍の額の控除

も受けることができる。

　第二は教育面のイソセソティブ（7）である。1984年1月24日に政腐は、1985年に小学校へ入学

する子供からは大卒資格をもつ母親の子供を優先的に入学希望登録ができる制度を発表した。し

かし、教育水準に関わりなく国民各層から鋤判が噴出し、1984年12月の総選挙ではその撹判票が

現れた。そaで、文部大罠は、この制度によって大卒資格を持つ母親がより多くの子供を産むと

は思えないし、この鰯度が良い結果を生むとも思えないとして、1985年5月14臼に、大卒資格を

持つ母親の子供の優先入学登録糊度の廃止を議会で明らかにした。ただ、この翻度は1984年9月

2媚～1986年3月1媚生まれの子供に対しては適堀されるとした。そして、この翻度は廃止され

たが、1988年1月からは薪たに小学校に入学する第3子にも希望する小学校入学への高い優先権

が与えられることとなった。

　第三は住宅に関する措置である。HDB（Kousing　and　Deve玉opment　Board）フラットの所

有者は、フラット取得後5年以内に売却を希望する際はRDBに売り戻さねばならない。当然一

般の住宅市場より安く売部せねばならない。ところが、HDBは1987年1月1β以降をc生まれた

第3子をもつ家庭に限って、より広い住宅が優先的に取得できるようにするとともに、より広い

住宅を手に入れるために、既住の住宅が取得後5年以内であっても一般の住宅市場で売却できる

とした。このことは、より高い値段で売却することを可能にすることによって、広い住宅への転

居を容易にしようとするものである。

　第四は不妊手術と人工妊娠中絶に関する事柄である。2人以下の子供しか持たない親が不妊手

術をする際は政麿により認可された医師のカウソセリソグが強綱される。1987年4月1日より第

何子であれ1つ以上のOレベル資格を持つ爾親は基本的に不妊手術は中止される。ただ、貧しい

家庭ですでに3人以上の子供を持ち、Oレベルをもたない教育水準の低い両親の不娃手衛は新政

策でも支持されている。なお、不妊手術に関し、かつて人口獅擬政策をしていた時代に不妊手術
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シソガポールの紙人ロ政策の爽情

をした人が再手術を行っても女性の場合には妊娠は不可能といわれる。

　また、1987年10月1日からは子供が2人以下の場合に人工妊娠中絶（8）を希望する者に対して

は、医師は出産を勧めるとともに、妊娠中絶に対しては強制的カウソセリングが求められる。

　その他のイソセンティブとして次のようなことが行われた。公務員と準政府機関で働く母親に

対して、1983年7月からは1年間の無給の育児休暇をとることができるようになったが、この制

度は1987年4月1日からは最長で4年まで認められることとなった。また、同溝から6才以下の

子供をもつ女性公務員は最長で3年を限度として、フル・タイムからパー5・タイム労働に変更

することができる。ただし、パート・タイム労働は月～金曜日まで週5揖舎計21時間労働しなけ

ればならない。もちろん給与はフル・タイムの半分に減額される。岡じく、1987年4月1flから

は母親が公務員で、6才以下の子供が病気をした場合子供一人につき5H、最長15揖問の有給休

暇を取ることができる。もちろん、子供の病気については医師の証親が必要である。

　また、1987年3月1日から第1子、第2子はもちろんであるが、第3子についても分娩費を

CPF（Central　Provident　Fund）のMedisave会計（9）から得ることができることになった。

さらに、1987年4月1Hからは政府で働く母親で6才以下の第3子までに対し認可された全國91

ケ所の育児セソターの育児費のうち全E保育の子供に対し月100轡レ、半β保育の子供に対し月

50ドルの補助がなされることとなった。もちろん、家庭でメイドによって育児を行う揚合はこの

対象とはならない。

　最後に出産抑制イソセソティプについて付け加えておこう。従来、国立病院で出産する際の出

産費は、ベッドのラソクによっても異なるが、子供を産む数が多くなるにつれて高い出産費を必

要としたが、1985年　3月1日からは第3子以降の出産費を一層高くすることとした。特に、第5

子以降についてはベッドの種類に関係なく一律1，000ドルとされた。このことは貧しく、一般に

教育水準の低い階層に対する出産抑鰯を狙ったものである。

3．1990年人ロセンサスに見る人ca動態

　これまで見てきたような新人ua政策が明確に打ち出されて数年が経過した。その結果、シソガ

ポールの将来の人口構成に対する敷府の懸念は解消する方向に推移しているのであろうか。ここ

では1990年人ロセソサス結果を中心にこの点を検討しよう。

　199◎年6月30臼現在のSingapore　residents（ciSizens＆permanent　resideltts）は269万100

人である。1980年から90年まで年平均1．7％の人ue増舶を示しており、1970から80年の年平均L3

％に比べれば人口は増加の兆しがみえる。この点を表3の合計特殊出生率で見ると、1976年以前

の2以上の値には回復していないものの、1986年を境に舎計特殊出生率の上昇傾向を見て取るこ

とができる。一慈、政策の効果が現れているとみることができよう。また、含計蒋殊出生率を民

族別に見たものが表4である。現在では、中国系の出生率が最も低いものの、合計特殊出生率が
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表3　出生数と合計特殊出生率
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（注）　：（T）＝＝Tiger　Year；（D）欝Dragon　Year

（出所）Saw　Swee－一・Kock，　Changes　in　the

　　　Fertility　Policy　of　Singapore，　The

　　　Institute　of　Policy　StUd呈es，Occasional

　　　paper　NQ2，1990

　　　Dep宅．　　of　Statistics，　　YearbOok　　of

　　　Statistics　SingaPore　1991

表4　民族別合計特殊出生率　1970～1988

中国系 マレー系 インド系
1970 3．03 3．50 3．19

1971 3．01 3．30 3．31

1972 3．◎3 3．33 3．16

1973 2．80 2．91 2．64

1974 2．34 2．48 2．32

1975 2．07 2．14 1．96

歪976 2．15 L91 1．85

1977 1．81 L88 1．69

1978 1．78 L84 1．80

1979 1．77 L85 1．88

1980 1．66 2．04 1．93

1981 L62 2．09 1．94

1982 1．60 2．i1 1．96

1983 1．45 2．06 1．91

1984 L46 3．1◎ 1．95

1985 L50 2．三1 L94
1986 L26 2．06 1．89

1987 L48 2．16 L95
ヱ988 1．88 231 2．19

　　（出所）Saw　Swee－Hock，　Changes　in　the

　　　　　Fertil宝ty　Policy　of　Singapore，　The

　　　　　Institute　　　of　　Policy　　　Stu（蓋es，

　　　　　0ccasional　paper　NCt21990

最初に2以下になったのはイソド系、ついでマ

レー系であるが、その後の各民族の合計特殊繊

生率の変化は興味深い。中国系は1986年を境に

上昇の傾向が見られるのに離し、マレー系は

1970年代後半に2以下になったが、1980年代に

はいると再び2以上になっている。そして、多

少の変動をしながらも近年は上昇傾向にある。

インド系は1。9前後でここ15年ほど変化がない

が、ここ数年は2以上になっていると思われる。

この結果、1990年の人口樵成は中国系2089．4千

人（77．7％）、マレー系380．6千人（14．1％）、

インド系191．0千人（7．1％）、その他29．2千人

（1．1％）となった。1980年にそれぞれ、1787．1

千人（78．3％）、328．7千人（14．4％）、143．4千

人（6．3％）、22．2千人（1．0％）であったこと

と比べると中国系が◎．6％、マレー系が0．3％減
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シソガポールの新人口政策の実情

少し、イソド系が◎．8％増加を示している。

　年齢携では表5に示すように人口の高齢化が一層進んでいる。生産年齢人ロの構成比は減少し

た訳ではないが、年少人口の構成比が急減する一方、65歳以上の高齢人口（1G）は1980年の4．9％か

ら1990年の6．◎％へと急増している。このような人口高齢化への変化はソウ・スウィー・ホック

の予灘11＞によれば、今後とも比較的出生率を高いものとした予測値（人口置換可能な出生率で

推計）でも60才以上の人照の割合は2000年、2◎10年、2020年、2050年に、それぞれ10。8％、15．1

％、23．3％、29．3％となる。また、年齢欝成を民族男弓に見るとマレー系で年少人降害拾が大きい

のに対し、中国系とイソド系の人口の高齢化が顕著である。

蓑5　罠族別年齢梅成 （％）

年　齢
　　　　計

三98◎　1990

中国系
1980　1990

マレー系
198◎　1990

イソド系
1980　1990

そ　の地

198◎　1990

◎－14才

15－64才

65才一

27．6　　23．2

67．5　　70．8

4．9　　6．0

27．2　　22．◎

67．4　　7L6

5．4　　6．4

31．2　　28．8

66．1　　66．9

2．7　　4．3

25．4　23。6

71．5　7◎．7

3．1　　5．7

24．7　　27．8

69．0　　64．7

6．3　　7．5

（出所）Dept．　of　Statistics，　Census◎f　P◎pulation　l980，1990

　さて、このような人口勤態と深く関わる婚姻の状況はどうであろうか。199◎年の10才以上の

Singapore　residents　2262．1千人中概婚巻は1177．6チ人で、既婚率は198◎年の46％から1990年の

52％へと上昇している。既婚率が上昇する傾向はどの民族にも共通しているが、1990年において

中国系が51，1％、マレー系53．8％、イソド系53．9％と中国系がやや低い。一方、未婚率（離婚者・

配偶者を亡くした者を除く）は中国系が41．8％、マレー系が39．7％、イソド系が38．7％である。

特に表6に示すように人口再生産年齢とも言うべき25～39才の女性の未婚率はマレー系の25－29

才を除くとどの年齢階層どの罠族とも未婚率が増加している。ただ、25～39才の未婚率は中騒系

で高く、マレー系は低い。インド系はその中間という顕著な差が褒れている。

表6　25～39才の未婚女性の割合 （％）

年　齢 中國系
198◎　1990

マレー系
1980　1990

インド系
1980　1990

その他
198◎　1990

25－29才

30－34才

35－39才

35。2　　43。1

17．4　　22．4

9．1　　15．6

25．6　24．9

13．1　　13．8

5．6　　10．1

31．4　　33．4

13．1　　18．2

4．9　　13．2

32．0　3◎．0

18．2　15．9

1L7　　13．5

（出所）Dept．　　◎f　Statistics，　　Singapore　Census　of　Population　　199◎，

　　　1）e魚ographics　Charac宅eristics

　また、既婚女性のもつ子供の数は1980年の3．4人から1990年の2．9人へと減っている。この傾向

も各民族に共通している。ただ、中国系が2．9人、イソド系2．8人であるのにたいしマレー系が

3．4人と多いことが注目される。逆に、子供を持たない25～49才の既婚女性の罰合を5才階級溺
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に示したものが表7である。この点でも民族問の差が見られる。子供を持たない割合が大きいの

は、全体として中国系と見てよいであろう。一方、マレー系の既婚者のほとんどが子供を持って

いると言ってよいであろう。特に、25－29才では、中国系の37．9％が子供を持たないのに対し、

マレー系は15．8％にすぎない。両民族間に大きな差があることが注瞑される。

　次に、学歴と初婚年齢を見たものが表8である。明らかに学歴の高い女性程結婚が遅いことが

見て取れる。全体では20－24才の閲に結婚する女性が多いが教育歴のないもので15－19才で最も

多いし、高校卒業以上では25－29才にピークがある。特に大卒では10．3％の女性が30－34才で結

婚している。また、仕事を持つ15才以上の女性の学歴別婚姻状況を見てみると0レベル以上では

未婚老が過半数を占める。特に奪修学校の卒業者の未婚率は7L8％と高いのである。この結果は

後述するように女性の労働参加と深い関係があるように思われる。

　このため、結婚歴とも関わりがあるが、学歴の低い女性ほど多くの子供をもつ傾向は新人口政

策が始められた以後も変わっていない。特に、すでにり一首稲が指摘しているように高学歴女性

の未婚率は依然として高いものがある。

表7　子供をもたない25～49才の既婚女性の謝合 （％）

年　齢
計 中国系 マレー系 イソド系 その他

1980　1990 198◎　1990 1980　1990 1980　ま990 1980　1990
25～29才 19．2　　32。9 20。6　　37．9 13．0　　15．8 16．7　　27。3 25．◎　45．5

30－34才 6．9　　13．6 7．O　　l4．6 6．8　　7．5 5．0　　133 11．0　　25．0

35～39才 2．9　　6。4 2．8　　6．5 3．4　　5．2 2。4　　7．2 3．6　　9ユ

40畷4才 2．5　　4．5 2．4　　4．5 2．7　　3．0 2．7　　5．1 9．2　　一

45－49才 2．2　　2．9 2．1　　2．7 2。6　　3．3 2．4　　2．9 6．7　　16．7

（出所）Dept．　of　Statlst圭cs，　Census　of　Popu玉at三〇a　1990　Adva鍛ce　I）a宅a　Release　※10％sa憩ple（199◎）

表8　概婚女性の初婚年齢と学歴

初婚年齢 15才未満 15－19 20－24 25－29 30～34 35－39 40才以上

含　　　　計 708，240人 1．◎％ 2L3％ 娃3．1％ 26．9％ 6．0％ 1．4％ ◎．4％

教育歴なし 200，528 2．5 39．2 38．9 13．7 4．1 L2 0．4

小学校中退 122，677 LO 25．1 43．6 22．2 5．9 L6 0．4

小学校卒業 88，775 0．5 20．0 45．8 25．7 6“2 1．5 ◎．4

中学狡中退 90，7◎9 0．2 15．◎ 47．4 28．9 6．7 1．5 0．3

中学校卒業 149，665 0．0 5．9 47．6 38．◎ 6．9 1．3 ◎．3

高等学校卒業 31，745 0．0 2．6 38．1 48．5 8．9 L5 0．4

専修学校卒業 6，366 0．0 0．8 33．6 57．0 7．6 0．9 0．1

大　学　卒　業 17，775 0．0 0．7 25．5 61．6 1◎．3 L6 0．3

（出所）　≡養≡6看こ同じ
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4．労働力の実態

　1991年の15才以上の労働力は1，554，315人

（内女性606，521人）中、失業壷は30，001人

（内女性は1三，346人）である。失業者は独立直

後の1966年の9％近くから1970年の6．0％、

1980年の3．4％、そして、1986年不況時に6．5％

と上昇したが、その後低下し1991年にはL9％

とここ数年低水準を維持している。

　労働参加率は1970年の56．6％、1980年63．2％、

1990年には64．9％とここ1◎年闘にわずかながら

上昇してきた。1990年の男性の労働参加率は

79．2％、女性の労働参加率は50。3％である。と

ころが、図1に示すように、ここ10年間の男女

別、年齢男畦に労働参加率を見ると、男性は大き

な変化はなく、むしろ低下の傾向すら示してい

るが、女性では25～49才で大幅な伸びを示して

いる。ただ女性でも60才代以上は低下傾向が見

られる。また、55才で年金を受給できることと

も関係があろうが、50才以降になると男性の労

働参加率が急減するのも一つの特徴であろう。

また、1980年と1990年の女性の労働参加率につ

いて既婚、未婚別に示したものが図2である。

図1　労働参加率
100

％

80

60

40

20

0

15－19　　　　25－29　　　　35－39

　　　　　　　　年

（出駈〉蓑7に同じ

45－49　　　　55－59　　　　65十

齢

図2　既婚・乗婚携女性労働参加率
100

％

80

60

40

20

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　O
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l5－19　　　　25－t29　　　　35－39　　　　45－49　　　　55－59　　　　65十

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　齢

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（出所）蓑7に同じ

既婚、未婚とも大幅な上昇を承しているが、特に概婚者の上昇が注目される。年齢懸こ見ると既

婚者の労働参加率は20才代～50才代前半に至るまで大編な上昇が見られるが、一方、未婚者では

35才～40才代で労働参湘率がかなり上昇しているのに対し、55才以降はむしろ低下していること

が注目される。このように女性の労働参湘意欲の高まりをはっきりと晃て取ることができる。

　ところが、高齢者の労働参加率が低いことは問題であり、これから高齢化社会を迎えようとし

ているシソガポールにとってCPF問題とも関連して、高齢者の活用がなお大きな課題である。

　人口の増加と並行して労働人臼そのものは、少しずつ増加しているが、ソウ・スウィー・ホッ

クの推計（12）（人口置換可能なN生率で推計）によれば労働人口は201◎年にピークに達し、その後

次第に滅少することが予想される。一方で、労働参舶率は1980年代以降65％前後を推移している

現状がある。このため、労働力不足が心配されているQすでに、これまで現業部門を中心に労働

力の6～IO％を外国人労働者に頼ってきたが、今後ホワイト・カラー労働力も外国入に依存する
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必要性が考えられる（13）。この意味で出生率の上昇と教育水準の高い人材を育成することがシン

ガポールには求められている。

5．おわりに

　シンガポールが、あらゆる政策を機敏にかつ効率的に進めることができたのは農村部を持たな

い都市国家という特異性によるところが大きい。人口政策では1970年代までの貧しい時代に行わ

れた人口撞制政策は出生率の減退という明確な結果をもたらした。また、1987年以後の薪人口政

策は、合計特殊出生率の上昇傾向という事実のみを見れば、ある程度政府の意図した結果が得ら

れているようにも見える。しかし、人口の高齢化、高学歴女性の未婚率の増加や晩婚化が進んで

いるのも事実である。また、結婚や出産に関する民族間の差も存在している。特に中国系の未婚

率が高いことや少産化は畏期的には民族溝成にも盛然影響を与えるであろう。この点も政策当局

は懸念しているものと思われる。フラット生活と核家族という環境と豊かになった都市國家社会

では種々のイソセソティブを十分に機能しがたくさせている。国民は多様なニーズを持ち政策批

判さえ出ている。とくに、不妊手術や妊娠中絶に対してはプライバシーや人権の問題がある。選

挙における人民行動党（PAP）の得票率の減少はこのことを裏付けている。また、香港の中国

返還問題やマレーシア、イソドネシアなどの近隣諸国の政治・経済状況の変化は直接、間接に同

騨の社会・経済に影響をもたらす。そのような変化のなかで機敏な致策を不断に展開することが、

岡圏の豊かさを維持する不可欠の要素でもある。Lたがって、唯～の資源とも言うべき人的資源

の浩用は極めて重要である。1989年5月に発表された「家族とコミュニティ・ライフに関する助

書委員会報告書」（14）では人材を育成する家族とコミュニティの絆の強化を図るとともに国民の

アイデソティティを形成するための民族融和が重要な課題とされている。また、1991年11月に発

表された「戦略的経済計画」（15＞のなかでも人材菅成は重要な課題とされている。具体的には高

水準の基礎教育、産業にふさわしい訓練をすることさらに労働倫理や翻造力を育てることとして

いる。ともあれ、人口政策はこれからも強力に推進されることであろう。

［付記］本稿の膏子は1991年度人文地理学会大会（1991年11月8臥関西学院大学）で報告した。貴重なご激示

　　　をいただいた先生方に深謝いたします。

注

（1）拙稿Fシソガポール：変容する都市國家の社会・経済購造」　（大阪市立火学経済研究所編『世界の大都斎

　　　　⑥バソコ久クアラルソプル、シソガポール、ジャカルタ』東京大学出版会、1989）pp99－134

　　拙稿「シソガポールの人口政策と労働問題」　（アジア地理研究会編『変貌するアジア』古今書院

　　　　1990）　PP94－111

（2）1人の女性が一生に何人の子供を生むかを推計した値

（3）この報告書の内容については、拙稿「シソガポール経済の現状と課題」産業と経済　第2巻第2号　1987

　　　pp37－66を参照されたい。
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（4）1995年に50％の女性労働参煎率を霞標としている。また、高齢者としては、年金受給ができる55才以上が

　　考えられている。

（5）Ordinary　Level　Qualificati◎nで中学校卒業資格に相轟する。

（6）外国人努働者に対しても、雇絹主にCPF〈Central　PrQvident　Fund）を課していたが1982年からはそれ

　　にかわってForeign　workers　levyの適用を受けることになった。当初メイドの麗用税は月120ドルであっ

　　たが、1991年現在250ドルである。

（7）教育がイソセンティブとして働くのは、同国では教育水準が直撲所得に反映するほど厳しい学歴社会であ

　　るためである。

（8）1969年AbOrti◎n　actとして始められたが、1980年代前半まで積極的に行われてきた。その数は1970無か

　　嚇985年の16年隙こ221，571件にもなる。全妊娠にたいする中絶割合は1970年代苗半には低かったが、70

　　年代後半から80年代にかけては出生数1000に対し350～550の罰奮で妊娠中絶が行われた。　（Lim　Chong

　　Yah，　Policy　Options　for　the　Singapore　Econ◎my，　McGraw－Hill　B◎ok　Company，　Singapore

　　l988）

（9）CPFは年金創度としてイギリスの植民時代の1955年から始められたQ当初その負握金額は労使ともに給

　　与の5％であったが、漸次引き上げられ1984年から各々25％とされた。鳩85無の不溌時に雇鯖審の負雛が

　　10％に引き下げられた。その後薩絹嚢負担が引き上げられる一方で、労働者の負担は引き下げられた。

　　1991年7月｝ca’いては雇用者17．5％、労働表22．5％である。1984年から、この負担金の内6％が

　　Medisave（医療負担会計）として積み立てられている。

（10）国連の推計（1984）によれば、・同籔の65才以上の人口は1990年に5．6％、2000ijeこ7．1％、20王0年に9．2％、

　　2020年に14．5％となることが予想されている。

（11）Saw　Swee－－Hock，　New　Population　and　Labour　Force　Projections　and　P◎licy王mplications　for

　　Singapore，Singap◎re，無stitute　of　Southeast　Asian　Stud三es　1987　pp14－15の推計では60才以上を高

　　齢考として扱っているQ

（12）　前掲　（11）　pp24－25

（13＞1986年の経済委員会の報魯書によれば、現業部門を中心とする外購人労鋤壷は短期のビザで対慈し、技衝

　　を有する労働奮はパーマネソト労働力として考えるべきであるとしてbるQ

（14）Report◎f　the　advisory　council　on　family　and　commun童ty　life，　Towards　Better　Farnily　aRd

　　Community　Life　1989　May

（15）The　Eonomic　Planning　Committee，　Ministry　of　Trade　and　Industry，　The　Strategic　Econ◎mic

　　Plan　Towards　a　l）eveloped　Nation　1991　Dece舳er
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